
岩出町公共下水道事業運営審議会

鰊

用語解説資料

(l1lmimm、

平成１８年月 曰

事業部下水道課

１



･改定率

･借換債

･管渠．

ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ

ー
一
一
一
一

一
一
一
一
一
一

一
一
一
一
一
一

ぺ
ぺ
。
ハ
ペ
ぺ
ぺ
ぺ
ぺ
ぺ
・
ハ
ペ
。
ハ
ペ
ペ
。
ハ
ペ
。
八

ｓ
６
２
７
７
５
６
１
２
０
７
３
３
４
２
５
５

２
２
１
１
１
２
２
３
３
１
１
１
１
１
２
２
２

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

･官庁会計・・ ●●●●●●●●●

･企業会計・・・・・・・・・・・キ

･企業債・・・・・・・・・・・・(1$mimm傭、
、

･起債充当率・・・・・・・・・・

･基本使用料・・・・・・・・・・

･基本水量使用料・・・・・・・・

･下水道・・・・・・・・・・・・

･下水道財政研究委員会..・・・

･下水道法・・・・・・・・・・・

･下水道事業計画認可・・・・・・

･下水道整備五箇年計画・・・・．

ケ

《Iiimmm、

･減価償却・・・・・・・・・・・

･建設改良費・・・・・・・・・・

･建設仮勘定・・・・・・・・・・

．・公営企業・・・・・・・・. ・・１６ページ

３



･公共下水道・・・・・・・・・・

･公共桝・・・・・・・・・・・・

･公共用水域・・・・・・・・・・

ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ

ー
一
一
一
一

一
一
一
一
一
一

・
八
・
八
ぺ
ぺ
ぺ
。
へ
。
へ
ぺ
。
八
・
八
・
八
・
八

０
２
５
６
４
５
０
３
１
８
９
６

１
１
１
２
２
１
１
２
２
２
２
１

･高金利起債の借換・

・高資本費対策負担金

･高度処理・・・・.

●●●●●●

●●●●●●

●●●●●●

、

･合流式下水道・・・・．．・・・

･国庫補助金・・・・..．・・・

･固定資産・・・・・・・・・・・

･固定費・・・・・・・・・・・・

･個別原価主義・・・・・・・・．

・コンポスト・・・・・・・・・・

、
◇サ行

ハ
ｖ

サ・財政収支計画・・・・・・・・．

・再生水・・・・・・・・・・・・

・最大稼働率・・・・・・・・・・

・最大排水量・・・・・・・・・・

ジ
ジ
ジ
ジ
ジ

ー
一
一
一
一

ぺ
ぺ
ぺ
ぺ
ぺ

７
６
２
１
５

２
１
１
１
２

シ・事業報酬・・・・・・・・・・・

４



･資産・・・・・・・・・・・・.
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ

一
一
一
一
一

一
一
一
一
一
一

一
一
一
一
一
一

ぺ
。
へ
。
ハ
ペ
。
ハ
ペ
ペ
・
ハ
ペ
。
へ
ぺ
ぺ
ぺ
ぺ
。
八
・
八
・
八
・
八

９
１
５
４
０
Ｃ
Ｏ
０
９
Ｃ
Ｏ
０
１
０
２
３
２
２

１
１
２
２
２
２
２
２
１
２
２
２
１
１
３
２
３
２

･施設利用率・・・・ ●●●●●●

･支払利息・・・・・・・・・・・

･資本的支出・・・・・・・.・・

・資本的収支・・・・・・・・・・

･資本的収入・・・・・・・・・・

･資本取引・・・・・・・・・・・

･資本費・・・・・・・・・・・・

･資本・負債・・・・・・・・・・

･収益的支出・・・.・・・・・・

･収益的収支・・・・・・・・・・

･収益的収入・・・・・・・・・・

(mimIM、

|(’11,Mm、

･終末処理場・・・・・・・・・・

･集落排水施設・・・ ●●●●●●

･従量使用料・・・・・・・・・・

･受益者負担金・・・・．．・・・

･循環型社会・・・・・・・・・・

･償却資産・・・・・・・・・・・

５



ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ

一
一
一
一
一

一
一
一
一
一

・
八
ペ
ペ
ペ
。
へ
。
へ
。
へ
ｂ
へ
。
ハ
ペ

７
７
４
１
２
５
５
５
１
９

２
２
１
１
１
１
１
１
３
２

･使用料体系・・・・・・・・・・

･使用料対象経費・・・・・・・・

･処理人口・・・・・・・・・・・

･処理能力・・・・・・・・・・・

･シールドエ法・・・・・・・・．

･人口普及率. ●●●●●●●●●

〆濤miiiii）

･水洗化・・・・・・・・・・・・ス

･水洗化普及率 ●●●●●●●●●

･水量区画・・・・・・・・・・・

･総括原価主義・・・・・・・・．

・損益計算書・・・・・・・・.

ソ

･損益計算書・・・・・・・・・・１９ページ

･損益取引・・・・・・・・・・・２１ページ

･損益ベース・資金ベース・・・・２ｓページ
がQEHmm

◇夕行○

夕・貸借対照表・・・・・・・・・・１ｓページ

・耐用年数・・・・・・・・・・・２２ページ

チ・地方公営企業．｡・・・・・・・１７ページ

・地方財政法・・・・・・・・・・１ｓページ

６



･定額法・定率法・・・・・・・・
－－

ア ２２ページ

２１ページ･投資･・・・・・・・．．・・・

･当初原価配賦の調整・・・・・・

･特定排水・・・・・・・・・・・

･特別会計・・・・・・・・・・・

･独立採算制．．…・・・・・・・

ト

３０ページ

ジ
ジ
ジ
ジ
ジ

ー
一
一
一
一

ぺ
ぺ
ぺ
ぺ
ぺ

１
６
８
５
４

３
１
１
２
１

'11ｍ

･特例債・・・・・・・・・・・・

･都市計画事業認可．. ●●●●●

◇ナ行

〈〉

二・二部料金制・・・・・・・・・・

・認可区域・・・・・・・・・・・

ノ・延月世帯数..・・・・・・・・

◇ハ行

ハ・排水設備・・・・・・・・・・・

３１ページ

１４ページ

３２ページ

鰊
○

ジ
ジ
ジ
ジ
ジ

ー
一
一
－
．
－

ぺ
ぺ
ぺ
ぺ
ぺ

２
６
０
６
４

１
１
３
１
２

･発生主義・・・・・・・・・・・

上・ピーク責任・・・・・・・・・・

・ピオトープ・・・・・・・・・・

･費用・・・・・・・・・・・・.

７



ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ
ジ

一
一
一
一
一

一
一
一
’
一

・
八
・
八
・
八
・
八
・
八
ぺ
ぺ
・
へ
。
へ

４
３
５
１
１
０
０
４
２

１
１
１
３
３
２
１

･普及率・・・・・・・・・・・フ □

･新基本計画・・・・・・・・・・

･都市圏・・・・・・・・・・・・．

･分流式下水道・・・・．．・・・

･平均排水量・・・・・・・・・・

･変動需要法・・・・・・・・・・

･変動費・・・・・・・・・・・・

･補てん財源・・・・・・・・・・

ゾ、

…mmmi

ホ

･ポンプ場・・・・・・・・・・・

◇マ行◇

.みなし償却・・・・・・・・・・ ２３ページ

２１ページ

へ「へ

ム・無形固定資産・・・・・・・・．

薇mwimw,》
◇ヤ行○

ユ・有形固定資産・・・・・・・・． ２１ページ

３２ページ･有収水量・・・・・・・・・・・

◇ラ行

う.ライニングエ法・・・・・・・・

ソ・流域下水道・・・・・・・・・・

〈
〉

１３ページ

１０ページ



るいしんていぞうせい,

ル０.累丁進口逓Ｉ増制・・・・。.制・.．■．。・・・…３１ページ

.・・・･・・・・・・・３１ページ．,累古進口度

經

'lfii1ImIm3’



◆下水道の施設、工法等に関すること

.､ニラ1ｓ園下水を排除するために設けられる排水管､排水渠

その他の排水施設､これに接続して下水を処理するために設

けられる処理施設またはこれらの施設を補完するために設

けられるポンプ施設その他の施設の総体。

.ＥF三三〒ﾗ1ｓ国主として､市街地の雨水をすみやかに排除し、

また汚水を終末処理場で処理して河川等に放流するもので、

市町村が事業主体となって行う最も一般的な下水道。

.I荒]j表〒ﾖ弓圖２以上の市町村からの下水を受け入れ処理す

るための下水道で、終末処理場と幹線管渠からなる。事業主

体は主として都道府県である。

･犀｡;ﾄﾞﾖﾐ葹調農業集落及び漁業集落における生活環境の

整備を図ることにより、公衆衛生の向上及び公共用水域の水

質保全に寄与するため設置された排水処理施設で､下水道局

が管理する公共下水道とは区別される。

.｢否弓売三三〒ﾗISiﾖ汚水､雨水を分離することなく同一の管渠

（合流管）で排除する方式で、古くから下水道事業を行って

、

、

いる都市で採用されていることが多い。
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｡|分流式下水道|汚水と雨水を別々の管渠に集めて排除する

下水道。この場合、汚水だけが処理施設に入ることになる。

｡|終末処理場|下水を最終的に処理して河川その他の公共の

水域または海域に放流するために､下水道の施設として設け

られる処理施設及びこれを補完する施設。

｡|処理能力|下水処理場が一日に処理できる水量｡那賀地域

内１カ所の下水処理場の処理能力は、１日当たり０００，０

００立方メートル。

｡|最大排水量|日最大排水量｡年間を通じて使用水量の最も

多い１日を選び､排水口において、日本工業規格の方法で操

業時間において等時間間隔で３回以上流量を測定し､一定の

式により算定した量。

｡|平均排水量|日平均排水量｡正常操業時において１日１回、

週３回以上操業状態が異なる時期を含むように流量測定を

「詞

Ｌ

「.、

行ない、一定の式により求めた量。季節的に大きく排水量が

変化する場合は通常の操業時期を対象とする。

｡|施設利用率|施設の処理能力に対する、晴天時一日平均処

理水量の割合。

１１



･瘍天1蒙圖詞施設の処理能力に対する､晴天時一日最大処

理水量の割合。

･匿亟下水は処理場や吐き口まで自然流下が原則であ

るが、管渠が深くなったり、放流先の水位が高くて自然排水

できない場合にポンプで水位を上げるために設ける施設｡中

継ポンプ場、雨水排水ポンプ場、両用ポンプ場、マンホール

ポンプ場など。

.ＥF三三祠排水設備と公共下水道の接点で､宅地内で集めら

れた下水は､この桝から取り付け管によって下水道本管に排

除される。

･題排水管または排水渠。

･用Fﾗ'三霊I7iii3下水を公共下水道に流入させるために必要な排

水管､排水渠等。下水道の供用開始後はその土地の所有者に

排水設備の設置義務が課される。

．Ｆ元~i二王1司路面の掘削を避けて管渠を築造するため、

シールド機を地中で推進させながら鋼鉄または鉄筋コンク

リート製のセグメントを組み立てトンネルを築造する工法。

．Eで蘂-5-重罰管の改築として更生管工法(さや管工法､反

/詞wwmii
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転工法、製管工法)、防食工法（ライニングエ法)、布設巷工

法（開削工法、改築推進工法）があり、修繕として止水工法

（注入工法、リングエ法、コーキングエ法)、修繕管工法(形

成工法、反転工法)、断面修復工法（ライニングエ法)、布設

巷工法（開削工法）がある。

.Ｆ7-三万三7ヨライニングとは一般的には摩擦を減じた

り崩壊や変形を防いだりするために､本体の面に適切な材料

を裏付けすることをいう。管修繕のための断面修復工法とし

てのライニングエ法､改築のための更生管工法としてホース

ライニングエ法（反転工法)、防食工法としてのライニング

エ法がある。

◆下水道事業の計画、施策等に関すること

･FFﾗ1ｓ百三J流域別下水道整備総合計画の策定に関する事項

並びに公共下水道、流域下水道並びに都市下水路の設置、そ

の他の管理の基準等を定めて、下水道の整備を図lO、もって

都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し､あわせて公

共用水域の水質の保全に資することを目的とする法律。

･ＦＩＳ置雲蘂壽干両認司]公共下水道を設置しようとする場合

$!'wm,、

《imm艫、
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には、下水道法の定めるところにより、あらかじめ事業計画

を定め国士交通大臣の認可を受けなければならない。

･周丁帝言干i量i事藥認可公共下水道の整備に関する事業は､都

市計画法に基づき県知事の認可を受けて施行する。

.Ｉ莞【宅寺医國公共下水道を設置する計画の対象として事業の

認可を受けている区域。
(i$'’''1１

下水道整備緊急措置法に基づき、●

政府として下水道整備の今後５年間に行うべき実施目標及

び事業量を定めることとしている。

.P=F1王iii了房’7墓禾言干i貢i岩出町基本構想に掲げる都市像達成

に向けた施策展開の方向を､総合的､体系的に示す長期計画。

７年間を見通しての政策展開の大きな方向、考え方を示し、

具体的な施策や事業については､４年間の中期的展望に基づ

く実施計画で示す。

･層反三ﾖ下水道の整備状況を表す指標として用いられる。

面積普及率、人口普及率があるが、現在ではもっぱら人口普

及率が使用されている。

･'五重フミ可公共下水道の供用が開始された区域(処理区域）

、

1４
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、

内の人口。

.、=｢害哀調総人口(行政人口）に対する処理人口の割合

で、下水道整備状況を表す指標となる。

.「'三i死孑曰くみ取り便所の水洗便所への改造工事または既設

浄化槽の切替工事により、その建物（宅地）から出る汚水の

排出先を公共下水道に接続すること。

･曰三孫｢E霄云三三弓公共下水道の供用が開始された区域内で水

洗化が済んだ割合。

･岡生活若しくは事業(耕作の事業を除く)に起因し､若

しくは付随する廃水。

･岡単なる雨水の集まりのみならず雪解け水､湧水等い

わゆる自然水をいう。

こしょう

･ＥＦ三三用ﾗ]三國河)'|･iliiii芒i等の公共の用に供される水域。

･隔蜀員;i寄毫水量と汚濁物の濃度とを乗じて求めた汚濁量

･ﾄﾄﾞ壽颪五国通常行われる二次処理よりも高度な水質が得ら

れる処理｡二次処理では＋分除去できない窒素、リン等の物

質の除去率向上を目的とする処理を含む。

･団水中の浮遊物質が重力や生物の作用あるいは凝集剤

鰊

鰊
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●

の作用によって沈殿し、蓄積し泥状になったもの。

.F了笙;祠下水の二次処理水を雑用水等の用途に再禾Ⅱ用する

ことを目的として、更に高度処理した水。

．Ｅﾌﾗiニヌーヨ緑農地禾ｌ用のため､脱水ｹｰｷを好気性発酵

させ、安定化させたもの。

.'E奇T=ヨ「野生生物が共存共栄できる生態系を持った

場所」という意味のドイツ語の合成語｡農道沿いの土地を一

定の幅で野草地にしたり、川のコンクリート護岸をはがした

りして自然の保全、復元が図られたりしている。

芦籔馴m1111l

◆下水道事業の財政に関すること

･EIF菅正三團給水事業､下水道事業､電気事業､軌道事業な

ど、地方公共団体が企業として経営する事業の総称。

.[i弄豆iJ三言引地方公共団体が特定の事業を行う場合その他特

定の歳入をもって特定の歳出に充て､一般の歳入歳出と区分

して経理する必要がある場合において､一般会計から分離し

て別に収支経理を行う会計｡岩出町下水道事業は平成，３年

４月から地方自治法第２０９条第２項の規定により、岩出町

冠
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特別会計条例を制定し、事業を行っている。

・廃王圭毫副企業会計の基本原則の一つで､経済価値の変動

を伴うあらゆる事実について､その原因となる経済活動の発

生の時点で整理・記録しようとするもの。現金主義に基づく

ものに比べて､複雑な企業の経営成績や財政状態を正しく示

すものとされている。

･圧蘂套言同地方財政のうえで企業会計といえば､地方公営

企業法の全部または－部の適用を受ける公営企業の会計を

いい、その経理については同法の定めるところによる。

現金主義ではなく発生主義に基づく複式簿記方式により経

理される点などが一般会計と大きく異なる。

.[百斤＝言１１一般の官公庁会計においては､現金による収入

または支出を記帳の基準とした現金主義方式であり、企業会

計の発生主義と対比される。

･圧匝芳ｚ二証三團地方公共団体が直接社会公共の利益を目的

として経営する企業のことで､その企業の種類は地方財政法

の施行令第１２条に例示されています。

･犀ララ頁孑丁亘了涯1地方財政の運営､国の財政と地方財政との関

《､､､、
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係等に関する基本原則を定めたもの。公共下水道事業は、同

法の規定により公営企業とされ､その経理は特別会計を設け

て行い､適正な経費負担区分を前提とした独立採算制が義務

づけられている。

･扉i玉１F震劃企業がその経費を当該企業の経営に伴う収入

をもって充てること。特定の受益者が受益量に応じて負担す

ることから公平の原則に適し､企業運営の能率性の確保の観

点からも合理的である。

･贋i菩安守頁言詞企業の財政状態を明らかにするため､一定の

時点において当該企業が保有するすべての資産､負債及び資

本を総括的に表示した報告書｡企業の総資本がどのような源

泉から調達されたかという資本の源泉形態を表すとともに、

その投入された資本が､企業の内部でいかなる機能を発揮し、

どのように運用されているかを示すものであり、公営企業に

ついても決算報告書財務諸表の一環としてその作成が要求

されている。

.I頁霊言千章書－営業期間における企業の経営成績を明らか

にするために、その期間中に得たすべての収益と、これに対

、

、
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応するすべての費用を記載し､純損益とその発生の由来を表

示した報告書である｡企業がその期間にいかなる経営活動に

よって、どれだけ効果があったかを知り、それに基づいて過

去の経営を批判し、また将来の方針を立てることができる。

公営企業においても決算について作成すべき書類として要

求されている。

･犀資産とは､現金を含め､将来収益を得るのに役立つ

ものであり、固定資産、流動資産、繰延勘定に分類される。

･麿禾T頁圖資産をどのような調達方法によって手に入れ

たかを示すもので､企業設立当初から持っていた金銭等でま

かなえば資本によって資産を取得したことになり、借金でま

かなえば負債によって取得したということになる｡企業自身

の「もとで」であるか外部への返済を要する「もとで」であ

るかの違いはあるが､企業経営上の資金調達源泉としての機

能は同じである。よって資本を「自己資本｣、負債を「他人

資本」ということもある。

･麿禾雪資本費とは､地方公営企業法適用事業にあっては

減価償却費等、企業債支払利息等の合計額である。

《lmIm、
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・損益取引資本の元入あるいは弓|出を行わずに、正味財産

高を増加または減少させる企業の経済活動。

･贋未了両il直接資本の追加投下や減額を行うことにより資

本の額を増減させる取引。

･耐ろI『国企業会計年度の損益取引に基づく収入及び支

出゜
〆驫mimml

･麿禾目51両投下資本の増減に関する取引に基づく収入及

び支出。

．｢反蓋百万1反ラコ料金収入等の｢営業収益｣､受取利息や他会計

補助金等の「営業外収益｣、固定資産売却益等の「特別禾Ⅱ益」

からなる。

.[反霊百石三三圧I人件費･物件費等の｢営業費用｣､支払利息等

の「営業外費用｣、固定資産売却損等の「特別損失」及び「予

備費」からなる。

･麿禾百百J反刃企業債､固定資産売却代金(売却益は除く)、

他会計からの出資金、長期借入金、建設改良事業の補助金、

負担金、寄附金など、収益に関係のない収入で、現金収入を

予定されるもの。

緯mmmm1〉
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･贋禾百石三三田建設改良費､企業債償還金(元金)､他会計か

らの長期借入金償還金など、費用とは関係のない支出で、現

金支出を必要とするもの。

．'=i歪寳国具体的な物である有形固定資産､法律上の権利

等を示す無形固定資産､及び主として利殖を目的とする投資

に分類される。

ｆ肯71三i言i歪寶1国土地､建物､機械装置など固定的な有体物

で、購入や製作等により取得する。

.!『垂7i三]舌i歪寶国水利権､借地権､地上権など営業活動の基

礎となるような財産的価値のある法律上または事実上の権

利。有償で取得された物に限って計上する。

･圏利殖､他事業の支配及び他事業との緊密な取弓|関係

の維持などを目的として､他事業に対して資金を投下するこ

と。短期投資と長期投資（通常これを「投資」という）とに

分けられ、公営企業においては投資有価証券、長期貸付金、

基金などがある。

．}蘆芸i寳雷固定資産のうち､投資､土地､立木､建設仮勘

定を除いたもので、減価償却の対象となる。

(M''1mm、
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.I蔵7面ｉ７蘆歪､固定資産の経済価値の減耗を事業年度の費用と

して決定する方法として、その資産の耐用年数を推定し、そ

の期間に固定資産の取得原価を割り振ることによって期間

損益計算のための費用を算定すること｡利益の少ないときに

償却を見合わせたり、禾U益の大きいときに多額の償却を行っ

たりすることはできず、毎事業年度、減価償却を行わなけれ

ばならない。

･圧額涯了歪奉7ヨ定額法は減価償却費の額が毎事業年度同

額になるもので､時の経過に伴って平均的に価値が減耗する

資産に適している｡定率法は帳簿原価に－定率を乗じて減価

償却費を算出するもので、当初の額が多く漸次減少する。車

両など機能的減少により価値が減耗する資産に適する。

.[i雨牢蓼1有形固定資産は地方公営企業法施行規則別表第

２号に､無形固定資産は同規則別表第３号に定める耐用年数

に基づき決められる｡ただしこれらの別表に定める耐用年数

によりがたい場合はこの限りではない｡減価償却を行うにあ

たっては、この耐用年数の期間に取得原価を割り振る。

．Fﾜﾋﾟｱ室~て犢司補助金等をもって取得した固定資産の減価償

、

、
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却においては､取得原価からその補助金等の額を控除した額

をもって帳簿原価とみなして減価償却を行うことができる。

･匡霊著寶垣蜀国または地方公共団体が特定の事業を行う

場合に、その事業に要する経費に充てるために、その事業に

より受益する者に対して課される金銭上の給付義務。

.Ｅn章蒲莇蜀国が地方公共団体に恩恵的ないし援助的に交

付する補助金。「奨励的補助金」と「財政援助補助金」とが

ある。

．Ｒ疫委壽干藻うて召下水道建設費のうちの補助金､受益者負

担金および起債を充てた以外の部分､維持管理費のうちの使

用料を充てた以外の部分について､一般会計から下水道会計

に繰り入れるもの。

･PiiF套言干藻圧i墓瑁経費の負担区分に基づき一般会計が負

担することとされている経費については､一般会計の必要経

費として地方財政計画に計上されることとなり、この計上す

べき額の算出の基本的な考え方が｢地方公営企業繰出金につ

いて（総務省自治財政局長通知)」により定められている。

．Fニラi三五蓮蒲莇盈汚水処理費のうちの使用料対象経費につ

'mMmD、
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いては使用料収入によってまかなうべきであるが､不足する

分については一般会計から補助金として繰り出して負担す

る。

.『霊禾寶安子乗員J亘囹下水道事業は必然的に多額の先行投

資を伴う事業であるため､供用開始当初において処理原価が

極端に高くなる傾向にある｡特に資本費単価が一定の基準を

超える場合は､資本費の一部について一般会計から繰り出し

て負担することとしている。この負担金が負担する部分は、

使用料対象外経費となる。

.＃i看〒元Ｆ１石iﾖ企業債や国庫補助金などの外部資金(資本的

収入）が設備資金、企業債償還金等の資本的支出に不足する

場合、補てん財源を使用する。補てん財源は、純利益や減価

償却費など現金支出を伴わない支出によって企業内に留保

されるものなどが充てられる。

･函企業が収益をあげるために直接間接を問わず費消し

た財貨または役務に対する支出｡企業会計では減価償却費な

ど現金支出を伴わないものも費用に含まれ､このような費用

は企業の内部留保金として使用できる。

'愚mmimm
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･犀諏莨寳固定資産の新規取得またはその価値の増加の

ために要する経費。

.E三JZi莉颪企業債等の利息は､借入の事実が存在する期間

の経過に従って発生するような性質の費用であるから､発生

の原因である事実の存した期間によってその額を割り振る。

･犀諏颪囿長期に渡る巨額の資産の建設について、当該

建設に係る原価を常に適正に把握するために､建設仮勘定を

もって他の資産経理と区別して整理する。

･瘻蘂聿雨１１下水道事業の健全な運営を確保するために施設

の改良､企業債の償還など資本的支出に充当するために料金

原価に算入する経費。

･圧藥圖地方公共団体が地方公営企業の建設･改良等に要

する資金に充てるため起こす地方債のこと。

.i寺７同圖特別の地方債｡国庫補助金の分割交付制度に伴っ

て許可される地方債で、地方債計画上、公営企業債の下水道

事業の中に特別分として別枠計上されていることから特別

の地方債と呼ばれる。全額政府資金が充当される。

．}苞犢売三調地方債の許可にあたって､各地方負担額等に

鰊
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対し－定率により起債発行額の限度を決めたもので､地方債

の許可方針により定められている。

.『言盃莉邇犢ﾗﾗ|菩國公営企業借換債といい､地方公営企業

の経営健全化に資するため､既往の地方債を条件のよい地方

債で借り換えるもの。下水道事業については、資本費及び使

用料が全国平均を著しく上回っている下水道事業の有する

未償還企業債(原則として公営企業金融公庫資金をもって起

詞､､、

こした企業債)を起債対象として地方債計画に計上されてい

る。下水道事業高資本費対策借換債。

.I害褒圖建設資金を調達するための主な企業債としては、

政府資金（償還期間ｓｏ年)、公営企業金融公庫資金（償還

期間２８年)、民間資金（償還期間１０年）がある。償還

期間が比較的短期間である民間資金は､満期時の償還額が多

額となり、この償還資金を調達するために発行する企業債を

借換債という。また、地方公営企業の経営健全化のため、高

金禾Ｉ既往債の低禾l｣資金への借換による金禾Ⅱ負担の軽減を目

的とした公営企業金融公庫資金の高資本費対策借換債があ

、

る。
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⑰

･厩了亘f1反受許i=j将来の一定期間における事業運営に必要な

経費を適正に把握するため､中期的な財政運営の指針となる

もの。

◆下水道使用料に関すること

･I更甫1三｢；床索|使用料対象経費を、どのような基準で使用者

に負担していただくかという使用料のあり方。

.F=禾矼蓮寶汚水処理にかかる費用｡維持管理費と資本費

からなる使用料対象経費と使用料対象外経費で構成される。

.I更用1三｢安子習蒙雇寶下水道事業に係る経費のうち､雨水に係

る経費は公費で負担するが､汚水に係る経費は使用料対象経

費として私費（使用料）で負担する。下水道使用料は、過去

の実績及び社会経済情勢の推移を踏まえた合理的な排水需

要予測並びにそれに対応する事業計画を前提とし､能率的な

管理の下における適正な経費に､下水道事業の健全な運営を

確保するために必要とされる経費を加えた額に基づき算定

する。

.F=天矼踵原１面|汚水処理費の有収水量１，ｓ当たりの単価。

．届て歪詞下水道使用料による使用料対象経費の回収率は、

<1mm'１m、
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ク

整備初期段階では低く設定しており、整備普及が進むに従い、

回収率を１００％に近づけるために使用料の改定を行う。こ

の改定のときに､各水量区分における使用料単価の値上げ率

を改定率といい、これを全水量区分で平均したものを平均改

定率という。

使用料対象経費の算出方式の違●

、

い｡償却資産の平均耐用年数が企業債の償還年数よりも長い

ため､単年度では元金償還金より減価償却費が少なくなり元

金償還金を賄いきれない｡資金ベースでは事業報酬を総括原

価に含ませて不足額を出さないように使用料対象経費を算

出するが､損益ベースでは事業報酬を含まないため不足額が

生じやすい。

'､imim
雨水に関する経費は一般会計●

(つまり税金）により、汚水処理に関する経費は受益者の使

用料によって支出すること。

.M蓋f言原7面圭署営業上の費用に､健全な経営を維持するた

めに必要な資本費用も含めた原価を使用料対象経費として

下水道使用料を算定する方式。

2８
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.F7-ﾌEｱ亨了ｦ窺需､経営効率化､費用削減の誘因が働き

にくいという総括原価主義の問題点を改善するために､事業

効率化の誘因を明示的に盛り込んだ価格設定方式｡ヤードス

ティック規制（基準比較方式）とプライスキャップ規制（価

格上限方式）がある。

､ＩＥｉ豆i]原７１面至雪個々の使用者をいくつかの使用者群に分け、

それぞれの使用実態に応じて使用料対象経費を配賦する下

水道使用料の算定方式。

･'三i歪寳下水道使用水量及び使用者数の多寡に関わりなく、

下水道施設の規模に応じて固定的に必要とされる経費であ

り、資本費、電力料金の基本料金、人件費の基本給部分等が

これに当たる。

･匪董i雪主として下水道使用水量の多寡に応じて変動する

経費であり、動力費の大部分、薬品費等がこれに当たる｡

･厚二重i澪妻沼全体需要量を基準需要量(最小需要量）と変

動需要量（最大需要量一最小需要量）とに区分し、それぞれ

の需要量区分に対応する固定費を､それぞれの需要量区分に

おける使用者群ごとの需要量構成割合にもとづき､各使用者

綴
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群に配分する固定費配分方法。

.Ｅ=夛寶国ｴﾈﾙｷﾞｰ供給事業等で､ﾍﾞｰｽ需要をより

安くし、ピーク対応には応分の負担を需要家に求めること。

供給者はできるだけピークを抑え設備負担を軽くして通常

時の料金を下げるが、負荷変動の大きいピーク需要は、利用

者が自己責任で軽減しなければ料金が高くなる。

.|三河原､克同託ワラ調雪原因者負担の見地､節水への動機付

け、生活排水者への配慮など、政策的見地から合理的範囲内

で行う当初原価の再配賦。例えば､東京都独自の考え方に基

づく、固定費に配賦された原価を小口から中、大口へ再配賦

する調整（１次調整）や、最低料金を設定することで回収不

能となる原価を回収するために行う再配賦（２次調整）など

がある。

.W寺歪j罪ﾗ1コ企業活動に伴い工場や事業所等から排出される

汚水のうち、－定量以上のものをいう。

･Ｆｊｉ函;ﾄﾞﾗ1コ特定排水以外のすべての汚水｡主に一般家庭か

ら排出される汚水。

･床臺巨i重i汚水の排水量を一定の範囲毎に区分したもの。

…､1１
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使用料対象経費を個々の使用者に配賦するためには､まず使

用者を使用水量に応じていくつかのグループ（水量区画）に

分け、そのグループごとに経費を配賦する。

･厚暹這瑁需､使用水量の増加に応じて使用料単価が高くな

る使用料体系のこと｡使用料対象経費に大きな割合を占める

固定費の配賦の結果等により、生活排水等に比べて大量排出

ほど単位当たりの使用料対象経費が増加する傾向がある。

･厚暹國最低単価と最高単価の倍率のこと。

．E蔀1三雇孑副基本使用料と従量使用料とからなる料金体系。

･塵玉三面１羽すべての使用者に一律に負担させる使用料で、

基本的には需要家費及び固定費とすることが適当であるが、

施設型事業である下水道事業の特性により、使用料対象経費

に占める固定費の割合が極めて大きいことから､固定費の一

部を従量使用料として賦課している｡基本水量を持つ場合は、

基本水量の使用料に基本料金が含まれるが､基本水量を持た

ない場合は､使用水量の有無に関わりなく一定の基本使用料

が賦課される。

･屋禾ﾗ'三薑；臣再来J1基本となる一定の水量を設定し､その水
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量までの使用料を基本水量使用料(最低料金）として定額と

するもの。公衆衛生上の観点から、一定水量の範囲内におけ

る水使用を促すとともに､生活排水に対する使用料の低廉化

を図ることができる。

.【走臺７雇用1三l基本使用料として賦課するもの以外のすべて

の経費であり、使用水量の多寡に応じて、水量と単位水量当

たりの価格により算定ざれ賦課される使用料。

･局反末臺下水道使用料収入の対象となる使用水量。

･庭万~鴎霧1下水道使用水量を認定し使用料を賦課する調

定は、１年間に６期（１２期の場合もある）行う。各期にお

ける調定対象件数の１年間分の総数を延月世帯数という。

．【肩環璽;汪召廃棄物等の発生抑制､循環資源の循環的な利

用及び適正な処分が確保されることによって､天然資源の消

費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社会。
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